
魅力ある職場づくり推進事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１ 県内就職や子どもを安心して生み育てる環境づくりを促進するため、若者や女性などに魅力ある

雇用・労働環境の整備に取り組む中小企業等に対し、岩手県補助金交付規則（昭和 32年岩手県規則第

71号。以下「規則」という。）及びこの要綱により、予算の範囲内において補助金を交付する。 

 

（定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）中小企業等 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項に規定する中小企業者

の範囲で事業を営む者であって、法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）第２条に規定する法人のう

ち、公益法人等、協同組合等及び普通法人をいう。 

（２）いわて働き方改革推進運動参加宣言事業所 「いわて働き方改革推進運動実施要領（平成 28

年５月 25日施行）」に基づく、参加宣言を行っている者をいう。 

（３）一般事業主行動計画 次世代育成支援対策推進法（平成 15年法律第 120号）若しくは女性の

職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64号）に基づく一般事業主行動計

画又は両法律に基づく一体型の一般事業主行動計画をいう。 

（４）正規雇用労働者 次のアからウのいずれにも該当する労働者をいう。 

ア 期間の定めのない労働契約を締結している労働者であること。 

イ 派遣労働者として雇用されている者でないこと。 

ウ 同一の事業主に雇用される通常の労働者に適用される就業規則等に、長期雇用を前提として

賞与又は退職金制度の実施及び昇給の実施が規定され、当該規定が適用されている労働者であ

ること。 

 （５）非正規雇用労働者 正規雇用労働者以外の有期雇用の者をいう。 

（６）新規採用 採用後県内に居住する者を対象とした正規雇用労働者としての採用をいう。 

（７）正社員登用 非正規雇用労働者から正規雇用労働者に転換することをいう。 

（８）所定内労働時間 労働協約、就業規則等で定められた正規の始業時刻と終業時刻の間の実労働

時間数をいう。 

（９）所定外労働時間 早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等の実労働時間数をいう。 

（10）総実労働時間 所定内労働時間と所定外労働時間の合計をいう。 

  

（補助対象者） 

第３ 第１に規定する補助金（以下「本補助金」という。）の交付の対象となる者（以下「補助対象者」

という。）は、次の全てに該当する中小企業等とする。 

（１）岩手県内に本社又は主たる事業所を置き、岩手県内で事業活動を行っていること。 

（２）常時雇用する労働者が 100人以下であること。 

（３）「いわて働き方改革推進運動参加宣言事業所」であること。 

（４）一般事業主行動計画を届け出ている、又は事業年度内に届け出る見込みがあること。  

（５）本補助金の申請年度を含む過去３年度間に新規採用若しくは正社員登用の実績があること、又は

申請日から１年以内に新規採用若しくは正社員登用の計画があること。 

（６）岩手県税に未納がないこと。    

（７）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）第２条第１項 

及び第５項の規定に該当する営業を行う事業者でないこと。また、これらの営業の一部を受託す  

る営業を行う事業者でないこと。 

 



（補助事業） 

第４ 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、別表第１のとおりとし、「総実

労働時間の短縮を図るための取組」、「子育てしやすい環境を整備するための取組」、「介護しやすい環

境を整備するための取組」又は「従業員のエンゲージメント向上に向けた取組」を含む２区分以上の

取組を実施すること。 

  

（補助対象経費及び補助金の額） 

第５ 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助額については、別表

第２のとおりとする。 

 

（補助事業に要する経費の配分及び補助事業の内容の軽微な変更） 

第６ 規則第６条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、次に掲げる場合とする。 

 (１) 補助対象経費の 20パーセントを超えない減少の場合 

 (２) 事業計画の細部の変更であって、補助金の額に影響を及ぼさない場合 

 

（申請の取下げの期日） 

第７ 規則第８条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げの期日は、補助金の交付の決定の通知

を受領した日から起算して 15日以内とする。 

 

（財産の処分に係る制限の期間） 

第８ 規則第 19条第 1項に規定する期間は、財産の種別に応じ、それぞれ減価償却資産の耐用年数等に

関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）に定める年数のとおりとする。 

２ 補助事業を行う者（以下「補助事業者」という。）は、規則第 19条第１項の規定による承認を受けよ

うとする場合は、あらかじめ魅力ある職場づくり推進事業費補助金に係る取得財産等処分承認申請書

（様式第５号）を知事に提出しなければならない。 

３ 規則第 19条第１項第２号に規定する知事が指定するものは、１件当たりの取得価格が３万円以上の

ものとする。 

４ 補助事業者は、補助事業により取得した財産については、取得財産管理台帳（様式第６号）を設け、

その保管状況を明らかにし、善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

 

（立入検査等） 

第９ 知事は、予算の執行の適正を期するため、補助事業者に対して、必要な報告を求め、又は当該職員

に、その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他必要な物件を検査させ、若しくは、関係者に質

問させることができる。 

２ 補助対象者は、補助事業の全部又は一部を委託により実施する場合において、当該委託の業務を行う

ものと契約を締結するに当たっては、知事が、予算の執行の適性を期するため、当該委託の業務を行う

ものに対して、必要な報告を求め、又は当該職員にその事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他

の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる旨の条件を付さなければならな

い。  

３ 知事は、補助事業者に対して、補助事業の完了後においても、事業計画書に基づいた取組に関して必

要な報告を求めることができる。 

 

（書類の整備等） 

第 10 補助事業者は、補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明らかに



する書類、帳簿等を整備し、当該補助事業の完了する日の属する年度の翌年度から起算して５年間これ

を保存しなければならない。 

 

（提出書類及び提出期日） 

第 11 規則により定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表第３のとおりとする。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和８年４月27日から施行する。 

  



別表第１（第４関係） 

区 分 要 件 等 

総実労働時間の短縮を図るための取組 総実労働時間を短縮するための新たな勤務時間制度

や雇用形態等の導入又は労働時間に関する規程の見

直し 

子育てしやすい環境を整備するための取組 柔軟な働き方を実現するための措置※１に係る制度

※２の追加導入※３ 

※１ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う

労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。

以下「育児・介護休業法」という。）第 23 条の３

第１項に規定する措置（第５号を除く。）のいずれ

かであること 

※２ 小学校３年生の年度末まで利用できる制度とす

ること。 

※３ すでに導入済みの措置は除く。ただし、措置の

対象期間を小学校３年生の年度末まで拡充する場

合は対象とする。 

介護しやすい環境を整備するための取組 介護離職防止のための雇用環境整備に関する措置※
４の追加導入※５又は介護のためのテレワーク※６の

導入 

※４ 育児・介護休業法第 22 条第２項及び第４条に

規定する措置のいずれかであること 

※５ すでに導入済みの措置を除く 

※６ 育児・介護休業法第 24 条第４項に規定する在

宅勤務等であること。 

従業員のエンゲージメント向上に向けた取組 以下のいずれかを実施する場合 

・ 専門家によるキャリアコンサルティングの実施 

・ 社内メンター制度の導入 

・ リスキリング等のための外部研修の受講又は外

部講師による研修の実施 

・ リスキリング等のための資格取得に係る受験費

用等への助成制度や資格手当制度の導入 

新たな人事評価制度の導入を図るための取組 新たな人事評価制度の導入又は制度の見直し 

多様な休暇制度の導入を図るための取組 新たな休暇制度（育児目的休暇と重複しないオリジ

ナル休暇）の導入 

働きやすい職場環境を整備するための取組 働きがいや働きやすさの向上につながる設備等の導

入・更新 

 

  



別表第２（第５関係）  

補助対象経費 
補 助 額 

区 分 要件等 

専門家謝金 就業規則の改定等に要する専門家への謝金 補助対象経費の２分の１に

相当する額以内の額とし、

補助事業者１者につき、100

万円を上限とする。 

（３区分以上の取組区分を

選択した補助事業者は１者

につき 125 万円を上限とす

る。） 

ただし、専門家謝金にあっ

ては、取組１件あたり５万

円、補助事業者１者あたり

10万円を上限とする。 

コンサルティング料 人事評価制度の導入や労働生産性の分析等に

係るコンサルティング料 

研修費 外部研修の受講や外部講師による自社での研

修実施に要する経費 

手当 資格手当制度を創設した場合の手当（交付決定

を受けた年度の支給実績のみ） 

設備備品購入費 取得価格が３万円以上の物品の購入費（設置費

含む） 

工事費 事業所の環境整備に要する工事費 

 

  



別表第３（第 11関係） 

条項 提出書類及び添付書類 提出部数 提出期日 

規則第４条の

規定による書

類 

魅力ある職場づくり推進事業費補助金交付申請書

（様式第１号） 

１ 魅力ある職場づくり推進事業計画書（別紙１） 

２ 収支予算書（別紙２） 

３ 経費内訳書（別紙３） 

４ その他知事が必要と認める書類 

各１部 別に定める 

規則第６条第

１項第１号、

第２号及び第

３号の規定に

より、承認を

受ける場合の

書類 

魅力ある職場づくり推進事業変更（中止・廃止）承認

申請書（様式第２号） 

【変更の場合】 

１ 魅力ある職場づくり推進事業計画書（別紙１） 

２ 収支予算書（別紙２） 

３ 経費内訳書（別紙３） 

４ その他知事が必要と認める書類 

各１部 当該事業の変更

（中止、廃止）を

行う日の 14 日前

まで 

規則第 13条第

１項の規定に

よる書類 

魅力ある職場づくり推進事業費補助金請求書（様式

第３号） 

１ 魅力ある職場づくり推進進事業実績報告書（様

式第４号） 

２ 魅力ある職場づくり推進進事業実績書（別紙１） 

３ 収支精算書（別紙２） 

４ 経費内訳書（別紙３） 

５ 証拠書類（支出を証する書類（領収書の原本の写

し）及び事業の実施が確認できる書類等） 

６ その他知事が必要と認める書類 

各１部 当該事業を完了し

た日（規則第６号

第１項第３号に規

定する事業の中止

又は廃止の承認を

受けた場合には、

当該承認の通知を

受理した日）から

30 日を経過した

日又は補助金の交

付決定を受けた年

度の３月 13 日の

いずれか早い日ま

で  

 

  



様式第１号（別表第２関係） 

 

年  月  日 

 

  岩手県知事        様 

 

                       申請者 住所 

                           商号又は名称 

                           代表者氏名 

 

 

魅力ある職場づくり推進事業費補助金交付申請書 

 魅力ある職場づくり推進事業費補助金の交付を受けたいので、岩手県補助金交付規則第４条の

規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額（※１） 

（単位：円） 

事業に要する経費 

(A) 

補助対象経費 

(B) 

補助金交付基本額 

(C)＝(B)×1/2 

（※２） 

補助金交付可能額 

（D） 

（※３） 

補助金交付申請額 

（E) 

（※４） 

     

   ※１ A欄及び B欄は、消費税額を除いた額とすること。 

※２ C欄は、1,000円未満の端数を切り捨てた額とすること。 

※３ D欄は、本補助金の採択通知に記載された額とすること。 

※４ E欄は、C欄と D欄を比較して低い方の額とし、1,000,000円を限度とすること。 

   ただし、３区分以上の取組区分を選択した場合は、1,250,000円を限度とすること。 

 

  ２ 添付書類 

（１） 魅力ある職場づくり推進事業計画書（別紙１） 

（２） 収支予算書（別紙２） 

（３） 経費内訳書（別紙３） 

（４） その他知事が必要と認める書類 

 

 

 

 

  



別紙１ 

 

魅力ある職場づくり推進事業計画（実績）書 

 

１ 企業の概要等 

企業の
概要 

名称  

所在地 
〒 

 

業種  資本金    円 

従業員数 
人  （うち非正規雇用労働者 人 ） 

（内訳：男性 人 女性 人） 

連絡先 

部課係名  

職・担当者氏名  

電話番号  ＦＡＸ  

メールアドレス  

一般事業主行動計画届出

状況（いずれかに○） 

１ 届出済 【計画期間】     ～      

２ 今後策定予定 【届出予定時期】 

採用等状況 
申請年度を含む過去３年度間の新規採用数        人 

申請年度を含む過去３年度間の正社員登用数       人 

 

２ 事業計画 

(１) 事業区分 

（該当するものに○） 

 

・ 総実労働時間の短縮を図るための取組 

・ 子育てしやすい環境を整備するための取組 

・ 介護しやすい環境を整備するための取組 

・ 従業員のエンゲージメント向上に向けた取組 

・ 新たな人事評価制度の導入を図るための取組 

・ 多様な休暇制度の導入を図るための取組 

・ 働きやすい職場環境を整備するための取組 

(２) 事業実施期間   年  月  日 ～    年  月  日 

(３) 事業目的 

○現状 

 

○解決すべき課題 

 

○目指す姿 

 

(４) 事業内容 

○事業の具体的な内容（成果） 

 

 

 

 

＜取組目標（実績）＞ 

項目 目標 実績 達成率 

必須区分１ 

※ 総実労働時間の短縮を図るた

めの取組を実施する場合 

対前年比 

 △  ％ 

（ 時間→ 時間） 

対前年比 

 △  ％ 

（ 時間→ 時間） ％ 

1 人当たり総実労働時間 

（  月～  月の平均） 



必須区分２ 

※ 子育てしやすい環境を整備す

るための取組を実施する場合 
(単位) (単位) ％ 

制度の利用実績 

必須区分３ 

※ 介護しやすい環境を整備する

ための取組を実施する場合 
(単位) (単位) ％ 

制度の利用実績 

必須区分４ 

※ 従業員のエンゲージメント向

上に向けた取組 

(単位) (単位) ％ 

※以下のうちから選択 

・ キャリアコンサルティングの

実施人数 

・ 社内メンター制度の実施組数 

・ 研修等受講人数 

・ 資格取得人数 

（必須区分以外の取組） 

※ 選択した必須項目以外の取組

について、関連する目標を設定す

ること。 

(単位) (単位) ％ 

※ 適宜、欄を追加することができる。 

 ※ 選択した取組に応じて目標設定すること。 

＜達成率が 80％を下回った場合＞ 

（理由） 

 

（改善策） 

 

○備考 

 

 

  



別紙２ 

 

 

収支予算（精算）書 

 

１ 収入の部 

区  分 
予算額（円） 

（A） 

精算額（円） 

（B） 

差 引（円） 

(C)＝(B)-(A) 
備 考 

 

県補助金 

 

自己資金 

 

そ の 他 

 

    

合  計     

  ※ 備考欄には、「自己資金」については調達方法又は制度資金等を利用する場合の資金名・額等を、

「その他」についてはその内容を、具体的に記載すること。 

 

２ 支出の部  

区  分 
予算額（円） 

（A） 

精算額（円） 

（B） 

差 引（円） 

(C)＝(B)-(A) 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

合  計     

 

 

 

  



別紙３ 

 

経費内訳書 

 

№ 内容 区分 
単価 

(税抜き) 

数 

量 

単 

位 

補助対象経費 

（税抜き） 

総事業費 

（税込み） 

※事務局 

使用欄 

1   円   円 円 

 

 

2        

 

 

3        

 

 

4        

 

 

5        

 

 

6        

 

 

7        

 

 

8        

 

 

9        

 

 

10        

 

 

合 計 
  

 

 

※ 記載欄が不足する場合には、適宜行を追加すること。 

  



様式第２号（別表第２関係） 

 

年  月  日 

 

 岩手県知事       様 

 

                   補助事業者 住所 

                         商号又は名称 

                         代表者職・氏名 

 

 

魅力ある職場づくり推進事業費補助金交付変更（中止・廃止）承認申請書 

    年  月  日付け（岩手県指令）第   号で交付決定のあった魅力ある職場づくり推進事業

について、事業の内容を下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、承認されるよう関係書類を添えて

申請します。 

 

記 

 

１ 変更（中止・廃止）の内容 

 

 

(1) 内容 

 

(2) 事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額（※１） 

（単位：円） 

 事業に要する経費 

(A) 

補助対象経費 

(B) 

補助金交付基本額 

(C)＝(B)×1/2 

（※２） 

補助金交付可能額 

（D） 

（※３） 

補助金交付申請額 

（E) 

（※４） 

変更前      

変更後      

   ※１ A欄及び B欄は、消費税額を除いた額とすること。 

※２ C欄は、1,000円未満の端数を切り捨てた額とすること。 

※３ D欄は、本補助金の採択通知に記載された額とすること。 

※４ E欄は、C欄と D欄を比較して低い方の額とし、1,000,000円を限度とすること。 

  

２ 変更（中止・廃止）の理由 

 

３ 変更（中止・廃止）予定年月日 

 

４ 添付書類 

 (１) 魅力ある職場づくり推進事業計画書（別紙１） 

   （※申請時の別紙１に変更内容を朱書きし、資料を添えて提出すること。） 

 (２) 収支予算書（別紙２） 

 (３) 経費内訳書（別紙３） 

(４) その他知事が必要と認める書類 

  



様式第３号（別表第２関係） 

 

年  月  日 

 

 岩手県知事       様 

 

                    補助事業者 住所 

                          商号又は名称 

代表者職・氏名 

 

 

魅力ある職場づくり推進事業費補助金請求書 

    年  月  日付け（岩手県指令）第     号で交付決定のあった魅力ある職場づくり推進

事業費補助金に係る事業が完了したので、岩手県補助金交付規則第 13条第１項の規定により、関係書類

を添えて、次のとおり補助金の交付を請求します。 

 

記 

 

１ 補助金請求額         金             円 

   

２ 振込口座 

金融機関名  

支店名  

口座種別 普通  ・  当座 

口座番号  

口座名義（カナ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第４号（別表第２関係） 

 

年  月  日 

 

 岩手県知事       様 

 

                     補助事業者 住所 

                           商号又は名称 

代表者名 

 

 

魅力ある職場づくり推進事業実績報告書 

    年  月  日付け（岩手県指令）第     号で交付決定のあった魅力ある職場づくり推進

事業費補助に係る事業について、別紙のとおり実施したので、関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 事業実績  別紙１のとおり 

   

２ 事業に要した経費、補助対象経費及び補助金交付申請額（※１） 

（単位：円） 

事業に要する経費 

(A) 

補助対象経費 

(B) 

補助金交付基本額 

(C)＝(B)×1/2 

（※２） 

補助金交付可能額 

（D） 

補助金交付申請額 

（E) 

（※３） 

     

   ※１ A欄及び B欄は、消費税額を除いた額とすること。 

※２ C欄は、1,000円未満の端数を切り捨てた額とすること。 

※３ D欄は、本補助金の採択通知に記載された額とすること。 

※４ E欄は、C欄と D欄を比較して低い方の額とし、1,000,000円を限度とすること。 

 

３ 添付書類 

 (１) 魅力ある職場づくり推進事業実績書（別紙１） 

(２) 収支精算書（別紙２） 

 (３) 経費内訳書（別紙３） 

(４) 挙証資料（支出を証する書類（領収書の原本の写し）及び事業の実施が確認できる書類等） 

 (５) その他知事が必要と認める書類 

 

 

 

  



様式第５号（第８関係） 

                                

                                      年  月  日 

 

 岩手県知事       様 

 

                       補助事業者 住所 

                             商号又は名称 

代表者名 

 

 

魅力ある職場づくり推進事業費補助金に係る取得財産等処分承認申請書 

     年  月  日付け（岩手県指令）第     号で交付決定のあった魅力ある職場づくり推

進事業費補助金により取得した財産等を下記のとおり処分したいので、魅力ある職場づくり推進事業費

補助金交付要綱第８第２項の規定により、承認を申請します。 

記 

１ 品目及び取得年月日 

 

２ 取得価格及び時価 

 

３ 処分の方法 

 

４ 処分の理由 

 

 

 



様式第６号（第８関係） 

 

補助事業者名： 

 

取得財産等管理台帳 

 

区分 財産名 規格 
単価 

（税抜き） 
数量 

取得金額 

（税抜き） 
取得年月日 

耐用 

年数 
保管場所 備考 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

※１ 対象となる財産等は、取得価格又は効用の増加価格が、３万円以上の財産とする。 

※２ 区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）その他の物件（不動産及びその従物）とする。 

※３ 規格は、形式、容量等を記載すること。 

※４ 数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。 

※５ 取得年月日は、検収年月日とすること。 

※６ 耐用年数は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）」に定める年数のとおりとする。 

 

 


